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研究成果の概要（和文）： 本研究は，海外子会社がグローバルな製品開発成果を生成するまでのプロセスの全容を解
明し，望ましい多国籍企業全体のグローバル製品開発戦略のあり方を明らかにすることを目的としている．
　本研究では，①多国籍企業の内部環境要因，②当該海外子会社の外部環境要因（現地環境要因），③当該海外子会社
の組織の内部要因，④産業要因（産業特性）が，海外子会社の製品開発活動の成果生成に及ぼす影響を分析した．在日
外資系企業の事例研究および在日外資系企業と日系海外現地法人を対象とした質問票調査の結果，各要因および各要因
の関係性が海外子会社の製品開発活動とその成果に及ぼす影響が明らかになった．

研究成果の概要（英文）：The purposes of this research are to reveal the process that the product 
development activities of an overseas subsidiary generate global results and the ideal strategy of global 
product development in multinational company. We analyzed the followings; 1) internal environmental 
factors of multinational company, 2)external environmental factors (local environmental factors) of 
overseas subsidiary, 3)overseas subsidiary factors , 4)industrial factors (characteristics of each 
industry), and 5) the influence of these factors on the process of product development activities in the 
overseas subsidiary and its performance. The results of case studies and questionnaire surveys suggest 
that the above four factors influence product development activities in an overseas subsidiary and its 
performance in several ways.

研究分野：国際経営論
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 
(1)多国籍企業を取り巻く環境の変化 
 市場・経済のグローバル化の進展，それに
ともなう企業間のグローバル競争の激化，競
争相手の多様化それにともなう知識の国際
的な分散など，多国籍企業を取り巻く経営環
境はますます変化している（Badaracco，
1990；Doz, Santos & Williamson, 2001；岩
田，2007；吉原，2011）． 
 
(2)多国籍企業固有の優位性 
 多国籍企業はこれらの環境への対応を余
儀なくされるが，このことは困難な問題とな
る一方で機会ともなり得る（岩田，2006）．
多国籍企業は，多様な環境への対応を通じて，
グローバルな発想，グローバルな経営資源の
利用，グローバルなビジネスチャンスの獲得
が可能になるという利点をもつためである
（Bartlett & Ghoshal，1986；吉原，2001）． 
 
(3)海外子会社による製品開発の優位性 
この利点を活かす具体策のひとつに，海外
子会社による製品開発が考えられる．海外子
会社は，多国籍企業内部と現地環境の双方よ
り製品開発のインプットとなる知識を獲得
できるという優位性をもつためである
（Bartlett & Ghoshal，1989）． 
 
(4)海外子会社特有の経営課題 
しかし，海外子会社は，製品開発をはじめ
諸活動において，本国親会社の経営戦略に基
づき（吉原，2011），多国籍企業全体として
の一貫性を維持しながら現地環境へ適応す
る必要がある(浅川，2003)．海外子会社の製
品開発は，優位性をもつがそれを享受するた
めにはより複雑なマネジメントを要すると
いう特有の経営課題がある(多田，2011)． 
 
(5)先行研究の課題 
 海外子会社の製品開発活動に関する実証
研究は，①活動の変化に着目した研究
（Ronstadt，1977他），②インプットに 
着目した研究（Pearce & Singh，1992他），
③アウトプット着目した研究（Bartlett & 
Ghoshal，1989 他），④活動の変化プロセス
に着目した研究（吉原，1992 他）の４つに
大きく分けられる（多田，2009）．これらを
検討すると，1)海外子会社がグローバルな製
品開発成果を生成するまでの変化プロセス
を，2)多国籍企業内部の環境と外部環境(現地
環境)の双方の観点から経時的に分析するこ
とが先行研究の課題であると考えられる． 
このことは，同時に，先行研究では，海外
子会社による製品開発は，上述した多国籍企
業と海外子会社の優位性および海外子会社
特有の経営課題の観点から解明されていな
いことを意味している (多田，2011)． 
 
 

２．研究の目的 
 
(1)研究目的 
 以上の課題を踏まえて，本研究では，次の
２点を達成することを目的とする． 
第１に，海外子会社がグローバルな製品開
発成果を生成するまでのプロセスの全容を
解明することである．第２に，望ましい多国
籍企業全体のグローバル製品開発戦略のあ
り方を明らかにすることである． 
なお，これらの解明に際しては，次の５つ
に留意して研究を実施する． 
 
(2)多国籍企業・海外子会社の優位性の観点か
らの解明 
 本研究は，先行研究では着目していない多
国籍企業・海外子会社の優位性（多国籍企業
内外の環境の活用可能性）の観点から継時的
な分析を行い，解明を試みる． 
 
(3)海外子会社特有の経営課題の観点からの
解明 
内外双方の環境要因の分析を通じて，上述
した海外子会社特有の経営課題の観点から
も解明を試みる． 
 
(4)成果生成プロセスの詳細かつ具体的な解
明 
先行研究では海外子会社の製品開発成果
の生成プロセスを詳細に分析していない．そ
こで，本研究では後述する４つの製品開発成
果のフェーズを設定し，成果生成プロセスを
具体的に解明する． 

 
(5)先行研究の間隙を解明 
その重要性にもかかわらず先行研究では
海外子会社を取り巻く内外環境要因の双方
の観点から，グローバルな製品開発成果を生
成するプロセスを詳細に分析していなかっ
た．そこで，本研究ではこうした先行研究の
課題を踏まえて，内外環境要因を経時的に分
析することによって，グローバルな製品開発
成果の生成プロセスの全容を解明する．  

 
(6)理論的・実践的含意の導出 
 本研究では，先行研究に新たな知見を得る
理論的含意の導出とともに，海外製品開発を
実施・志向する企業に関する具体的な実践的
含意の導出に努める．  
 
３．研究の方法 
 
 経営学は，理論研究と実証研究の双方が重
要である（岩田，2007）．実証研究は定性研
究と定量研究に大別されるが，両研究は補完
関係にある（田村，2006）．そこで，本研究
では，次のような理論研究，定性研究，定量
研究を実施した． 
 
 



(1)理論研究 
 海外子会社による製品開発活動もしくは
R&D 活動に関する先行研究に加えて，本国
親会社のマネジメント（コントロール等），
国際経営戦略，知識移転，新興国戦略など，
広範な先行研究のレビューを実施する．最新
の研究成果をもとに，分析枠組の精緻化や後
述する定量研究における仮説構築等に役立
てる． 
 
(2)定性研究：事例研究 
 本研究では，在日外資系企業の４社を主な
事例研究の対象とした． 
まず，事例研究に先立ち，在日外資系企業
に関する概況調査を実施した．在日外資系企
業の製品開発活動の最新動向の把握と事例
研究の対象企業の選定が目的である．  
次いで，製品開発活動を実施する在日外資
系企業４社の事例研究を実施した．そこでは，
各社の内部環境要因と外部環境要因を分析
するとともに，各社自体の組織的な内部要因
についても探索的な分析を試みた．それらが，
製品開発成果の生成プロセスに及ぼす影響
についても分析した．分析に際しては，まず
個別に各社の事例分析を行ったのちに，同一
産業間の比較分析と産業横断的な比較分析
を試みた．これにより，企業および産業固有
の変数を統制し，より一般的な定性分析の結
果を得ることに努めた． 
以上の分析結果と理論研究で得た知見を
踏まえて，分析枠組の精緻化と仮説の析出を
行った． 
 
(3)定量研究：質問票調査 
 定量研究として，質問票調査を実施した．
調査対象として，①製造業に属する外資系企
業と②研究活動もしくは開発活動に従事す
る日系海外現地法人を選定した．日系海外現
地法人を質問票調査の対象に加えた理由は，
在日外資系企業の質問票回収率が低い場合
に備えるためとより多くのデータを確保す
ることで分析結果のさらなる精緻化を追求
するためである． 
 質問票調査に際しては，次のような項目に
関して設問を行った． 
 
a)当該拠点の概況（業種，設立年，従業員数，
出資比率他） 

b)現在の活動内容，これまでの活動内容の継
時的な変化および将来志向する活動（製品
開発成果） 

c)産業特性 
d)知識移転および製品開発成果の共有メカニ
ズム 

e)内部環境要因および外部環境要因の各構成
要素 

f)多国籍企業内の本国親会社および他の海外
子会社との関係 

g)海外子会社の組織内要因，経営資源，戦略
的役割 

h)海外子会社の各種能力，経営資源に関する
自己評価 

i)海外子会社の財務実績（売上高，利益他）
に関する自己評価 

 
(4)分析概念 
①内部環境要因 
 本研究では，先行研究の課題を踏まえて，
当該海外子会社が属する多国籍企業の内部
環境要因として，次の５つの構成要素に着目
して分析を行う．すなわち，本国親会社，内
部サプライヤー，内部流通企業，内部顧客，
内部 R&D拠点である． 
 
②外部環境要因 
 同じく，当該海外子会社の外部環境要因
（現地環境要因）として，次の６点を構成要
素として分析する．外部顧客，外部サプライ
ヤー，外部流通企業，（現地の）競合企業，
外部 R&D拠点，（現地の）政府機関の６つで
ある． 
 
③海外子会社内部の組織要因 
 本研究では，これまでの研究課題と研究成
果および先行研究の知見を踏まえて，海外子
会社内部の組織要因の探索的な析出を試み
る． 
 
④製品開発成果 
 本研究では，研究目的に即して，次の４つ
の製品開発成果の段階を定義する． 
 第１に，海外子会社が，現地市場へ本国親
会社製品を改良して導入する段階である．第
２に，海外子会社が，現地市場へ自主開発製
品を導入する段階である．第３に，海外子会
社が，現地市場へ多くの自主開発製品を導入
する段階である．第４に，海外子会社が，現
市場へ多くの自主開発製品を導入し，かつ他
国市場向けの製品開発を実施する段階であ
る． 
 
４．研究成果 
 
 研究結果より，本研究の成果として主に次
の３つの項目に関することが考えられる． 
 
(1)海外子会社の製品開発活動 
 海外子会社の製品開発活動は，内部環境要
因および外部環境要因の影響度によって，次
の４つに大別できることが考えられる． 
 第１に，内部環境要因よりも外部環境要因
の各構成要素の強力な影響に基づく外部ネ
ットワーク型製品開発活動である．第２に，
外部環境要因よりも内部環境要因の強い影
響に基づく内部ネットワーク型製品開発活
動である．第３に，両環境要因のどちらの影
響も乏しい，自己完結型製品開発活動である．
第４に，内部環境要因と外部環境要因の双方
の影響が強い内外ネットワーク型製品開発
活動である． 



 分析の結果，内外ネットワーク型製品開発
活動がグローバルな製品開発成果をもっと
も促進する可能性が高いことが考えられる． 
 
(2)海外子会社内部の組織要因 
 理論研究および探索的な事例分析の結果，
特に製品開発活動に関して着目すべき海外
子会社の組織内部の要因として次の７つが
抽出された． 
 すなわち，①移転メカニズム，②イニシア
ティブ，③親会社との関係，④経営資源，⑤
意思決定の自律性，⑥戦略的役割，⑦海外子
会社の実績である． 
 
(3)産業要因 
 事例の比較分析の結果，海外子会社の製品
開発活動においては，内部環境要因，外部環
境要因および海外子会社自身の組織内要因
のみならず，当該子会社が属する産業の特性
（産業要因）にも留意する重要性が明らかに
なった． 
 そこで，Ghoshal（1987）等の関連する先
行研究を参考に，グローバル統合もしくはロ
ーカル適応の必要性等の観点から産業要因
の抽出，分析を行った． 
 
(4)総括と課題 
 以上の分析結果を踏まえて，①内部環境要
因と外部環境要因およびそれらに基づく海
外子会社の製品開発活動，②海外子会社の組
織内部の要因，③産業要因が，海外子会社の
製品開発成果とその生成プロセスにいかな
る影響を及ぼすのか分析を行った． 
 その結果，各要因間の関係性の適合・不適
合が製品開発成果の生成に大きな影響を及
ぼす可能性が高いと考えられることなどが
明らかになった．以上の分析結果を踏まえて，
立地選択とそれに適した海外子会社の成長
促進策等の望ましいグローバル製品開発戦
略のあり方を考察した． 
 しかしながら，本研究で得られた成果は在
日外資系企業を中心とした（日系海外現地法
人を一部含む）分析結果から得られたもので
ある．そこで，今後は，詳細な事例研究や国
際比較等を行い，分析結果を検証し，精緻化
していく必要がある等の研究課題が残され
ている．今後は，残された研究課題に取り組
むこととしたい． 
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